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建設業における職業別就業者数の推移

技能者 技術者 管理的職業、事務従事者 販売従事者等 その他

○建設業就業者： 500万人（H25） → 477万人（R6）

○技術者 ： 27万人（H25） → 39万人（R6）

○技能者 ： 338万人（H25） →   300万人（R6）

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

技能者等の推移

建設業就業者の現状
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建設業における女性職業別就業者数の推移

技能者 技術者 管理的職業、事務従事者 販売従事者等 その他

○建設業就業者： 71万人（H25） → 87万人（R6）

○技術者 ： 1万人（H25） → 4万人（R6）

○技能者 ： 7万人（H25） → 11万人（R6）

女性技能者等の推移

（万人）



○建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画の策定に当たり、国土交通省、業界団体、建設産業女性定着支援ネット
ワークからなる検討会を設置。有識者ヒアリング、地方ブロック単位での意見交換会、企業アンケートも実施して、内容を検討。
○令和７年３月14日付で「建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画」を策定し、中野大臣に本実行計画を手交。

【目的】

建設産業における女性活躍・定着を促進するため、過年度の取組状況を

踏まえ、官民一体となって取り組むべき事項を実行計画として整理すること

を目的に、検討会を実施。

【構成員】

・日本建設業連合会 ・建設産業専門団体連合会

・全国建設業協会 ・全国建設産業団体連合会

・全国中小建設業協会 ・住宅生産団体連合会

・建設産業女性定着支援ネットワーク ・国土交通省

・厚生労働省（オブザーバー）

建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画の検討経緯

検討体制
• 現行計画のように、官民それぞれが行うべき取組を体系的に整理しつつ、より効果的

に女性活躍・定着促進のために重点的に検討するテーマを以下のとおり設定。

テーマ１：女性の入職促進に向けたきめ細かい広報戦略の展開

テーマ2 ：新たな活動領域への着目

テーマ3 ：トイレの環境整備・理解の促進などハード・ソフト両面からの現場における

環境整備

第１回検討会（8月21日）

<有識者ヒアリング、地方ブロック単位での意見交換会、企業アンケートを実施>

第2回検討会（11月20日）

・夏～秋にかけて行ったヒアリング・意見交換・アンケート結果の紹介

・新計画骨子案

第3回検討会（２月３日）

・新計画案、新計画の推進方策

計画の大臣への手交、公表（３月14日）

策定経緯

検討の方向性

2中野大臣への手交の様子



もっと女性が活躍できる建設業行動計画

建設業界を挙げて女性の更なる活躍を歓迎するというメッセージ

女性の定着促進に向けた建設産業行動計画

～働きつづけられる建設産業を目指して～

「働きつづけられるための環境整備」など定着を中心とした取組。

建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画

～トップの意識を変えて、現場が変わる。担い手確保につなぐ、

全ての人が働きやすく働きがいのある魅力ある建設産業の実現へ～

＜計画の主なポイント＞

（１）建設産業の魅力向上・発信 ～選ばれる建設産業を目指して～

（２）働きやすい現場の実現

～現場で働く女性のハード・ソフト両面からの環境整備～

（３）女性活躍・定着促進に向けた取組の裾野拡大

～取組の普及・実行計画のフォローアップ～

〇 建設産業における女性活躍・定着促進に向けては、平成26年８月、令和２年１月に計画を策定し、官民一体となって取組を推進。女
性の就業状況は、技術者・技能者ともに増加傾向にあるものの、女性の定着はいまだ不十分。
〇 令和7年3月に「建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画」を官民共同で策定し、更なる取組の推進を図る。

建設産業における女性活躍・定着促進に向けた取組

H26.8

R2.1

R7.3

平成29年度予算事業

令和５年度予算事業 毎年度取組状況の確認・課題把握

計画策定後の官民連携による取組
の着実な推進

建設産業女性定着支援ネットワークの活動の様子

（参考：国交省HP特設ページ） 3



建設産業における女性活躍・定着促進に向けた新たな実行計画の策定について

○ 建設産業は、社会資本の整備、災害対応、復旧・復興など、地域社会に欠かせない重
要な存在であり、将来にわたってこうした役割を引き続き果たしていくには、将来の担
い手確保による持続可能な建設産業の実現が必要不可欠。

○ 建設産業における女性活躍・定着促進に向けては、平成26年８月、令和２年１月に計
画を策定し、官民が一体となって、女性の入職促進や就労継続に向けた活動に取り組ん
できた。女性の就業状況については、技術者・技能者ともに増加傾向にあり、一定の成
果がみられるものの、入職者に占める女性の割合は低く留まり、また、「入職者数に対
する離職者数の割合」についても全産業と比べて高い年があるなど、女性の定着はまだ
不十分。

○ 建設産業の最重要課題の一つである担い手確保に向けては、まずは、トップである経
営者層の意識を変え、現場で働く労働者全ての意識を変えていくことで、現場を持つ産
業という特色を踏まえつつ、全ての人にとって魅力的で選ばれる産業となっていくこと
が必要。

新たな実行計画の策定について

○ 全体に共通する基本的考え方として、「トップの意識を変えて、現場が変わる。担
い手確保につなぐ、全ての人が働きやすく働きがいのある魅力ある建設産業の実現
へ」を実行計画の副題に据え、この考えの下に、魅力的な建設産業を実現し、若者入
職促進等の担い手確保につなげるものとして女性活躍・定着促進に取り組む。
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建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画① （概要）
～トップの意識を変えて、現場が変わる。担い手確保につなぐ、全ての人が働きやすく働きがいのある魅力ある建設産業の実現へ～

「建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画」の主なポイント

民間集合住宅現場における
快適なトイレ活用事例

5

建設産業女性定着支援ネットワーク
の活動の様子

建設産業の魅力を動画で発信

（１）建設産業の魅力向上・発信 ～選ばれる建設産業を目指して～
○ 全ての人が働きやすく働きがいのある魅力ある産業を目指した意識改革
（まずは経営者層、さらに現場までの意識改革・理解醸成、一人親方として女性が
働く場合の留意点整理）

○ 働きやすく柔軟な働き方のできる環境整備（仕事と家庭の両立）
○ スキルアップできる環境整備（多様で柔軟なキャリアパス、ロールモデルの提示）
○ 建設産業の魅力・働きがいの効果的な発信（ターゲットに応じたきめ細かい戦略的
な広報）

（２）働きやすい現場の実現 ～現場で働く女性のハード・ソフト両面からの環境整備～
○ 現場のハード面からの環境整備（自治体発注工事、民間工事含め快適なトイレや更
衣室の整備）
○ 現場における働き方改革（適正工期の確保、ICT活用、朝礼の運営見直しなど働き
やすい環境の整備）
○ 現場における意識改革（現場のトイレや更衣室等の利用ルールの徹底、現場の理解
醸成）

（３）女性活躍・定着促進に向けた取組の裾野拡大 ～取組の普及・実行計画のフォロー
アップ～
○ 建設産業女性定着支援ネットワークの活動の全国展開・取組充実（業界団体との連
携強化や相談体制の強化）
○ 計画策定後のフォローアップ・取組内容の展開（実行計画普及、毎年度の取組状況
の確認・課題把握・取組深化）など



〇 令和11年までの間、「建設業における女性技術者・技能者の人数」を毎年増加させる

〇 令和11年までの間、「女性入職者に対する女性離職者の割合」を「建設業全体の入職者に対する離職者の割合」よりも、毎年上回らないようにする

〇 令和11年度までの間、「建設業の管理職に占める女性の割合」を毎年度増加させる

〇 令和11年度までに、都道府県単位で活動している団体の「建設産業女性定着支援ネットワーク」への加入を全ての都道府県で目指す

実行計画の取組目標
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出典:総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出
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建設産業女性定着支援ネットワークへの加入状況
団体登録のある都道府県の数 ３３都府県（R6.12時点）

（全国活動17団体/都道府県活動38団体）
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建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画② （取組目標）
～トップの意識を変えて、現場が変わる。担い手確保につなぐ、全ての人が働きやすく働きがいのある魅力ある建設産業の実現へ～
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〇 実行計画策定に当たり、重点的に検討を行った「きめ細かい広報戦略の展開」や「現場環境整備」に関する事例集
を作成し、実行計画の参考資料として添付。

7

〇 建設現場における
「快適に利用できるトイレ」に関する事例集

〇 建設産業 × 広報 事例集
～建設産業の魅力発信に悩んでいる企業・団体の皆様へ！

ターゲット別 広報事例集～

建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画③ （概要・付属参考資料）
～トップの意識を変えて、現場が変わる。担い手確保につなぐ、全ての人が働きやすく働きがいのある魅力ある建設産業の実現へ～

イベント・体験型、動画・テレビ、SNS・HP、多様なツールと
いった様々な方法による先進的な広報について、ターゲッ
トを明確にして整理

特に、自治体や民間発注工事での対応や小規模現場での
対応の観点から、快適なトイレ環境の整備を工夫して行って
いるものについて、工夫のポイントがわかるよう整理
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新たな活動領域の例 ～建設ディレクター～

建設ディレクターに
期待できる効果

【参考：建設ディレクターについて】 （一社）建設ディレクター協会ご提供資料より国土交通省作成

建設ディレクターは現場をつなぐ役割

ICT活用で遠隔施行管理
デジタル利用によるデータの
共有・可視化

リアルタイムの分業体制

技術者 建設ディレクター
マニュアル化情報共有 データ蓄積

技術者業務の削減だけでなく
ワークフローが改善され、業務効率化につながる

技術者残業時間
の軽減

年齢比率

10～20代４２％

DX人材として

活躍

男女比率

女性７２％工事データ作成
（施工体制台帳、安全書類、
写真管理）

ICT業務
（ドローン測量、レーザー
測量、遠隔支援）

〇 建設ディレクターは、施工に伴い必要な各種書類作成や、ドローン測量をはじめとするICT業務を担い、現場技術
者のサポートを行い、技術者業務の削減・業務効率化に寄与する役割。
○ 女性比率が高く、また、若手人材も多数活躍している。
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建設産業 × 広報 事例集より
（国土交通省、建設産業人材確保・育成推進協議会）
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建設現場における「快適に利用できるトイレ」に関する事例集より
（国土交通省、（一社）日本トイレ協会災害・仮設トイレ研究会）



11

建設現場における「快適に利用できるトイレ」に関する事例集より
（国土交通省、（一社）日本トイレ協会災害・仮設トイレ研究会）



問回答企業の事業における、女性が快適に利用できるトイレ（※）の設置状況

令和6年度 建設産業における女性定着促進に関する実態等調査結果（アンケート）【抜粋】

500人以上300̃499人100̃299人30̃99人1̃29人全体公共工事（国発注）
75%81%85%71%49%63%概ね整備されている
16%5%12%16%24%19%あまり整備されていない
9%14%3%13%27%18%全く整備されていない

500人以上300̃499人100̃299人30̃99人1̃29人全体公共工事（都道府県発注）
73%73%80%66%51%61%概ね整備されている
18%13%18%22%30%25%あまり整備されていない
9%14%2%12%19%14%全く整備されていない

500人以上300̃499人100̃299人30̃99人1̃29人全体公共工事（市町村発注）
73%68%66%53%35%47%概ね整備されている
19%16%29%32%39%34%あまり整備されていない
8%16%5%15%26%19%全く整備されていない

500人以上300̃499人100̃299人30̃99人1̃29人全体民間工事
67%59%56%36%20%33%概ね整備されている
24%22%38%43%42%40%あまり整備されていない
9%19%6%21%38%27%全く整備されていない

• 全体において、公共工事は「概ね整備されている」の割合が高く、民間工事は「あまり整備されていない」の割合が高い。
• 企業規模が100人以上を超えると、発注者問わず「概ね整備されている」割合が約50％以上となっている。

※快適トイレや女性専用トイレなどを想定。また、現場の都合上、作業所の近くに設置された女性専用トイレや清潔に保たれた男女兼用のトイレも含む。

「あまり整備されていない」
「全く整備されていない」のうち、
「現場に女性がいない」としてい
る企業の割合

公共工事（国発注）
７３％

公共工事（都道府県発注）
７３％

公共工事（市町村発注）
７６％

民間工事
７４％

n=1,609社
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500人
以上

300
̃499人

100
̃299人30̃99人1̃29人全体

5122813865811,121現場に女性がいない
21547159213445現場に必要性が浸透していない
24646109182367予算が限定的で設置する余裕がない
4916286487244工事現場・事務所が狭隘で快適トイレが設置できない
114197390197現場付近の店舗などのトイレを利用する
8293761117元請が設置しない(工事期間全体を通して)
115273367レンタルが難しい
502141536元請が設置しない(工種の関係で、工事開始直後で設置が間に合わない)
41241627元請が設置しない(工種の関係で、竣工間際のため撤去されている)

011046
発注者、元請から設置を禁止されている
(発注者等が指定したトイレしか使えない)

000314通勤車両にキャンピングカーなどを用い、トイレを兼ねている
114174128101その他

問女性が快適に利用できるトイレ・男女別の更衣室等ハード面での設備導入を進めていく上での課題
（複数回答可）

※快適トイレや女性専用トイレなどを想定。また、現場の都合上、作業所の近くに設置された女性専用トイレや清潔に保たれた男女兼用のトイレも含む。

• 現場に女性がいないを除くと、課題として最も多く挙げられているのは、「現場での必要性の浸透」である。
• 次いで、設置にかかる予算や設置場所の問題が挙げられている。 n=1,609社

令和6年度 建設産業における女性定着促進に関する実態等調査結果（アンケート）【抜粋】
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国土交通関係各分野での取組

タクシー

操縦士・航空整備士 ～操縦士・航空整備士の女性活躍推進ＷＧでのとりまとめ（R7.2）～ ※国土交通省HPの概要より抜粋

〇国土交通各分野においても、女性活躍・定着促進に向けた取組が進められています

海事産業


